
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 障がい福祉係

004

評 価 事 業 名 称 障がい者福祉展開催事業

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
障害者総合支援法

関連計画の名称
北上市障がい者プラン’21

事 業 の
目 的 と 概 要

出来るだけ多くの市民に、障がい者の活動状況について理解を深めてもらうために開催
するものである。障がい者施設や福祉作業所、ボランティア団体等の日頃の活動成果を
発表する場の提供を行う。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

102

1,297

1,399

104

2,229

2,333

103

2,058

2,161

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成3年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 障がい者福
祉展開催事
業

身体・知的・精
神障がい者、
一般市民

来場者数450人 新型コロナウイルス感染症のため開催
できず

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 来場者数 福祉展の来場者数0人（事業中止）444人332人350人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

コロナの為、事業中止

問題点・課題等

他イベントと共催するなど市民へのＰＲ方法等を
含め、どのように障がいの理解を広めていくか常
に検討する必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

市内の障がい者施設や障がい者団体が合同で開催する唯一の一
般市民向けイベントであり、今後も継続する。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 障がい福祉係

101

評 価 事 業 名 称 ひきこもり支援事業補助金（市民協働提案事業）

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市協働事業

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

ひきこもり当事者の社会参画の支援として、相談支援機能を兼ねた地域の居場所づくり
等を実施する事業に対し市民協働提案補助金を活用し補助するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,828

4,173

6,001

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 令和２年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 ひきこもり支
援事業補助
金（市民協働
提案事業）

 協働事業に対する補助金居場所利用者
（のべ）　983人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

居場所事業等の実施により、当事者の社会参加
へとつながり、加えて一般市民向けのイベント等
の実施により、ひきこもりに対する理解が促進さ
れた。

問題点・課題等

令和３年度より委託事業として実施。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

302

評 価 事 業 名 称 北上市民生児童委員協議会運営費補助金

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
民生委員法

関連計画の名称
北上市地域福祉計画

事 業 の
目 的 と 概 要

市民に幸福感をもって生きがいのある人生を送ってもらえること。民生委員児童委員協
議会及び委員活動への補助

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

15,682

15,682

15,682

77

15,759

15,811

152

15,963

16,070

745

16,815

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市民生
児童委員協
議会運営費
補助金

民生委員・児
童委員

・民生児童委員 206人・活動内容（住民
の相談・支援、地域の実態調査・把握、

 各種研修会の開催及び参加）・委員活
動費、地区民児協活動費の交付

・民生児童委員 206人・活動内容（住民
の相談・支援、地域の実態調査・把握、

 各種研修会の開催及び参加）・委員活
動費、地区民児協活動費の交付

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 各種研修会の開催及び参加 各種研修会に参加し、相談
援助技術の向上を図り、知
識・技術の習得に努めた。

9293131

02 相談・支援件数及び調査・実
態把握の件数

地域の実情把握に努め、住
民の課題解決のため相談
や支援活動を行った

12,71711,80711,52611,677

03 住民の相談・支援、地域の調
査・実態把握、各種研修会の
開催及び参加
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

コロナウィルス感染症の影響により研修会や相
談・支援等の活動に影響があった。

問題点・課題等

コロナ渦でも継続的に活動できる対策が必要で
ある。また、民生委員・児童委員に求められる業
務が年々増加し、負担が非常に重くなっている。
そのため、担い手の確保に苦慮しており、委員の
負担軽減やサポート体制を強化する必要があ
る。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

委員の負担が増加し、なり手の確保も大きな課題であることから、
サポート体制を強化する必要がある。また、活動費の増額が求めら
れている。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

308

評 価 事 業 名 称 遺族会運営費補助金

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

戦争のない平和な国の大切さを訴えること。遺族会会員の活動への援助

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

130

130

130

77

207

130

76

206

131

745

876

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 遺族会運営
費補助金

遺族会会員  ・戦没者追悼式への協力及び参列・戦
没者遺児による慰霊友好親善事業への

 参加・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列、遺
族相互の援護及び研修

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 運営費の一部助成 運営費の一部を助成するこ
とにより、会員の生活安定
に資する。

130千円130千円130千円130千円
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

北上市遺族会の戦没者の慰霊事業及び戦没者
遺族の援護事業の経費を一部助成し、戦没者遺
族の福祉の増進を支援している。

問題点・課題等

北上市遺族会会員の高齢化が進むとともに、若
い世代の会員の確保に苦慮している。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

戦没者遺族の援護には終期が無く、今後も遺族会活動の支援は必
要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

315

評 価 事 業 名 称 北上市地域福祉計画策定事業

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
社会福祉法

関連計画の名称
北上市地域福祉計画

事 業 の
目 的 と 概 要

社会福祉の推進のため、地域福祉計画に関する事項についての一体的かつ総合的計
画（災害時要援護者避難支援計画含む）を策定するもの。地域福祉懇談会において、意
見を聴取している。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

76

76

410

5,687

6,097

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市地域
福祉計画策
定事業

市民 地域福祉懇談会7カ所 地域福祉懇談会１カ所
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、地域福
祉懇談会は市内１地域の開催となった。令和３年
度は、第３次地域福祉計画（2019-2023）の中間
年度となることから、中間検証を予定している。

問題点・課題等

地域福祉を推進するうえで、庁内各部署や各種
団体との連携を密にする必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

地域福祉に関わる全ての主体が相互協力し取組む必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

319

評 価 事 業 名 称 災害援護資金貸付金

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
災害弔慰金の支給等に関する法律、北上市災害弔慰金の支給条例、同規則

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

災害救助法が適用された災害により、住宅等の損害を受けた世帯主へ生活再建のため
の資金の貸付をする。住宅の半壊、全壊等の被害を受けた世帯主（世帯の所得制限基
準による）への貸付。東日本大震災の場合は、返済据置期間６年。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1

538

539

1

762

763

2

1,267

1,269

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成22年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 災害援護資
金貸付事務

災害救助法に
よる救助が行
われた自然災
害により、住宅
等の損害を受
けた世帯主

 償還事務1名２件 償還事務１名２件

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 貸付件数 0件0件0件0件

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

平成30年度から償還が開始されている。

問題点・課題等

貸付から償還開始、その終了までにタイムラグが
あるため、情報の引継ぎを確実に行う必要があ
る。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

債務者の状況を適切に把握する。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

321

評 価 事 業 名 称 災害援護資金等貸付金利子補給補助金

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市東日本大震災災害援護資金等貸付金利子補給補助金交付要綱

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

被災者の経済的負担の軽減を図るため、災害援護資金や生活復興支援資金の貸付を
受けた方の利子額について、申請により補助する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

3

382

385

9

384

393

3

381

384

10

596

606

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 災害援護資
金等貸付金
利子補給補
助金

市民 利子補給補助対象者3名 利子補給補助２名

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 補助件数 8,760円1件2,760円2件8,260円1件　2,760円
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

２件の利子補給補助を行った

問題点・課題等

補助額に対して手続きが煩雑であり、利用者の
負担が大きい

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

利子補給の対象者は減少予定である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部福祉課 ■担当係 社会福祉係

344

評 価 事 業 名 称 震災避難者支援事業

040300評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市東日本大震災広域避難者支援指針

事 業 の
目 的 と 概 要

震災避難者支援事業（きたかみ絆便の発送、災害公営住宅コミュニティ支援等）を実施す
るもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

317

1,374

1,691

2,558

4,634

7,192

460

4,710

5,170

261

4,415

4,676

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 震災避難者
支援事業

市内避難者、
避難者コミュニ
ティ

きたかみ絆便12回・相談対応20件・情報
共有会議4回・交流会2回・打合せ5回・
避難者アンケート実施1回

きたかみ絆便12回・相談対応42件・情報
共有会議７回・関係者会議12回・入居者
イベント4回・入居者集会５回・集会所開
放（市対応）４回・避難者アンケート実施
1回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 アンケートで生活の困りごと
がないと回答した世帯割合

58％45％48％59％
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

入居者イベントなど関係機関と連携して行った。

問題点・課題等

支援のニーズが多様化。今後の支援の在り方。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

一般施策の中で支援できるようにサポートしていくことが必要とな
る。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

002

評 価 事 業 名 称 北上市社会福祉協議会運営費補助金

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

社協の健全な運営を支援し、民間社会福祉活動の推進と充実を図る。社協職員の人件
費に充当

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

65,806

1,831

67,637

66,618

845

67,463

68,220

838

69,058

68,146

820

68,966

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成3年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市社会
福祉協議会
運営費補助
金

市民、北上市
社会福祉協議
会

補助対象職員・職員８人・期限付き職員
６人、非常勤職員２名、社会福祉協議会
支部業務に係る経費11名

補助対象職員：職員８人・期限付き職員
６人、非常勤職員２人、社会福祉協議会
支部業務に係る経費11名

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 地域福祉懇談会の開催 地域住民に社会福祉協議
会の理解と地域福祉の推
進を図り地域住民が安心し
て暮らせる地域づくりを目
指す目的で地域福祉懇談
会を開催。ニーズの把握に
努めている。

１地区69名14地区14地区　634名８地区　355名
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

　新型コロナウイルスの影響により、地域福祉懇
談会の開催は、希望があった１地区のみの開催
となったが、社会福祉協議会本部と支部間の連
携はとれている。

問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

社会福祉協議会支部職員への補助金の支出方法について、関係
課と協議し、連携して整理していく必要がある。令和３年度より地域
福祉課へ所管替え。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

02 福祉協力員協議会 組織体制の強化ときめ細か
な福祉活動を展開するため
地域福祉の推進役として活
動している。

342名343名343名343名
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

003

評 価 事 業 名 称 北上市総合福祉センター運営費補助金

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

福祉活動の拠点施設を円滑に運営し、民間福祉活動の推進と充実を図る。センターの維
持管理運営費

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

14,251

229

14,480

14,250

231

14,481

14,251

381

14,632

14,252

373

14,625

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成元年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市総合
福祉センター
運営費補助
金

利用者 ・総合福祉センター利用者29,000人・和
賀町総合福祉センター利用者4,700人

・総合福祉センター利用者17,624人・和
賀町総合福祉センター利用者2,759人

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 民間福祉活動の推進 利用者数（北上、和賀）20,383人32,221人33,460人34,631人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルスの影響により、利用者が大幅
に減少した。

問題点・課題等

経年による建物の修繕及び改修が必要になって
きている。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

006

評 価 事 業 名 称 ふれあいのまちづくり事業費補助金

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
第５次北上市高齢者保健福祉計画

事 業 の
目 的 と 概 要

高齢者、障害者等が住みなれた地域で生活できるよう、地域住民による見守りの支援体
制がつくられる。ふれあいまちづくり事業への補助（出張理容、小地域ネットワーク等）

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

677

229

906

386

231

617

281

381

662

352

373

725

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成3年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 ふれあいのま
ちづくり事業
費補助金

高齢者及び障
害者

出張理容延べ40名・小地域ネットワーク
51ネット・除雪事業450回

出張理容延べ50名・小地域ネットワーク
13ネット・除雪活動346回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 ふれあい事業の推進 要援護者が安心して生活が
出来るように見守り安否確
認等を支援（小地域ネット
数）

355ネット354ネット327ネット339ネット
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析 問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

令和３年度より地域福祉課へ所管替え。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

009

評 価 事 業 名 称 地域福祉支援センター運営事業

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

支部ごとに支援センターを設置し、高齢者や障害者が住み慣れた地域で自立して生活で
きるよう総合的に支援する。地域福祉活動、ふれあいデイサービス等の企画調整、福祉
に関する情報提供■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,011

229

1,240

1,010

231

1,241

1,020

152

1,172

1,031

373

1,404

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成12年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 地域福祉支
援センター運
営事業

高齢者 市内ふれあいデイサービス開催数1,900
回、延べ参加者数（協力員含み）33,000
人・地域支援センター14支部

市内ふれあいデイサービス開催数598
回、延べ参加者数9,582人・地域支援セ
ンター14支部

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 地域福祉活動の支援(ふれデ
イ参加者数）

福祉相談やふれデイの実
施により地域福祉の推進が
図られた。24年度は月1回
で予算化し、すべての行政
区で実施した。1会場当たり
平均12回の実績

9,582人30,480人33,932人34,932人

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルスの影響により、地域福祉活動
の参加者数が減少した。

問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

令和２年度で事業廃止

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

018

評 価 事 業 名 称 長寿者祝福事業

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

長寿を祝い敬老と高齢者福祉に理解を深める。・百歳の誕生日に市長が対象者を訪問し
祝福する。・地区及び老人福祉施設が主催する敬老会で米寿対象者に祝い状を交付し
祝福する。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

262

1,831

2,093

292

845

1,137

579

1,525

2,104

730

373

1,103

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 長寿者祝福
事業

米寿及び百歳
高齢者

百歳祝状贈呈者37人　米寿対象者600
人

 百歳祝状贈呈者32人米寿対象者596人

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 百歳及び米寿対象者への敬
愛訪問及び敬老会での祝状
贈呈

百歳祝状贈呈
者32人、米寿対
象者596人

百歳祝状贈呈
者26人、米寿対
象者502人

百歳祝状贈呈
者19人、米寿対
象者540人

百歳祝状贈呈
者19人、米寿
対象者486人

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

百歳対象者32人に市長による敬愛訪問（辞退者
については記念品配布のみ）を実施し、祝状の
交付と記念品の贈呈を行った。

問題点・課題等

百歳対象者が年々増加しており、百歳到達が一
般的な出来事になっている。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

スクラップ事業への提出を検討している。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

019

評 価 事 業 名 称 敬老会主催団体交付金

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

長寿を祝い世代間の交流を通して敬老と高齢者福祉に理解を深める。敬老会主催団体
（北上市社会福祉協議会）に対し、敬老会（対象者75歳以上)の運営費として、出席者数
（見込）に応じ交付金を交付する。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

4,458

839

5,297

4,440

845

5,285

4,380

76

4,456

3,726

1,267

4,993

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 敬老会主催
団体交付金

北上市社会福
祉協議会、75
歳以上高齢者

対象者13,800人　交付金額4,729,200円  対象者13,424人交付金額　3,719,674円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 敬老会参加率 今年度の対象者に対して各
地区で開催する敬老会に参
加した割合

祝賀会中止のた
め、参加率無し

28.8％30.1%31.0%
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

市と社会福祉協議会が主催となり、59地区で敬
老会を実施。新型コロナウイル感染防止のため、
祝賀会は開催せず、記念品配布のみの対等と
なった。

問題点・課題等

・高齢者の増加に伴い、対象者年齢を引き上げ
てほしいとの声が地域から上がっている。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

　社会福祉協議会を通じて、地域からの意見を聞いた上で、今後の
方向性について検討していく必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 保健福祉部長寿介護課 ■担当係 高齢福祉係

040

評 価 事 業 名 称 北上市高齢者見守り安心ネットワーク事業

043100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 子育てと医療・福祉の充実した明るく健やかなまちづくり

■基本施策 共に支えあう地域福祉の推進

■施策 地域で支えあう福祉サービスの仕組みづくり

01

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

市内で活動する事業者と協定を結び、日常業務の中で異変等のある高齢者を発見した
場合、市に連絡していただき、関係課等と連携しながら、必要な支援につなげていく。こ
れにより、住み慣れた地域で安心して生活できる地域社会を形成する。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

27

153

180

2

845

847

31

838

869

212

373

585

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市高齢
者見守り安心
ネットワーク
事業

市民（高齢者） 協力事業所34事業所 協力事業所35事業所

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 協力事業者 見守りネットワーク協力事
業者

35事業所33事業者26事業者26事業者

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

協力事業所が年々増加しており、見守りの目が
増えている。

問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

認知症の見守りを更に強化していく

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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